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除去土壌等の再生利用・県外最終処分に係る
最近の動きについて
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「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針
（令和６年３月19日閣議決定）（抄）

福島県内の除去土壌等の最終処分については、地元の苦渋の判断により中間貯蔵施設が受け入れられ

たという経緯も踏まえ、法律上「中間貯蔵施設後30年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必

要な措置を講ずる」旨が定められており、国として責任を持って取り組んでいく。最終処分量を低減す

るため、国民の理解の下、政府一体となって除去土壌等の減容・再生利用等を進めることが重要であり、

「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略」及び「工程表」に沿って、減容技術の開発・実

証等を行うとともに、これらの取組の安全性等について、IAEAによるレビュー等の状況も含め、積極的

かつ分かりやすい情報発信を行うなど、全国に向けた理解醸成活動を推進し、国民の理解・信頼の醸成

につなげていく。再生利用先の創出等については、関係省庁等の連携強化等により、政府一体となった

体制整備に向けた取組を進め、地元の理解を得ながら具体化を推進する。さらに、「中間貯蔵除去土壌

等の減容・再生利用技術開発戦略」の目標年度である令和６年度の後に空白の期間が生じないよう、そ

れまでの検討結果を踏まえ、福島県外での最終処分に向けた令和７年度以降の取組の進め方を示してい

く。また、福島県以外の除去土壌等については、処分に向けた取組を進めていく。

※基本方針の変更の経緯
政府においては、2021年度～2025年度を「第2期復興・創生期間」と位置づけ、同期間における取組の検討課題
等を盛り込んだ「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針」を2021年３月に閣

議決定。当該基本方針においては、「３年後を目途に必要な見直しを行うものとする」旨が定められていたところ、
今回、当該規定に従って見直しが行われたもの。
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原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォース
（令和６年９月25日開催）における復興大臣からの指示事項

風評の払拭に向けては、「風評対策強化指針」、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」、

「ALPS 処理水に係る理解醸成に向けた情報発信等施策パッケージ」等に基づき、政府一丸となって取
り組んでいる。
引き続き、風評の払拭に向けて、様々な関係者が正確な情報を共有し、リスクコミュニケーションを

⼀層強化することが必要である。
これまでの取組、経験を踏まえ、特に、福島県内の除去土壌に係る再生利用、住民の帰還・立入制限

緩和、森林施業実施、食品等規制、農林水産物の風評払拭等について、効果的・効率的にリスクコミュ

ニケーションを展開、促進していくため、以下の施策を検討・実施することを指示する。

１．これまでも科学的根拠に基づく正確な情報を発信したり、対象に応じて分かりやすい情報発信を

行ってきたが、これまでの経験等に即して、改めてリスクコミュニケーションの分野横断的な考え方
を整理すること。

２．その上で、福島県内の除去土壌に係る再生利用などそれぞれの課題に関し、「伝えるべき対象」、
「伝えるべき内容」、「発信の方法や工夫」等を整理し、関係省庁が取り組む施策をとりまとめるこ
と。

３．復興庁と関係省庁が連携して、放射線の最新の知見等が共有される体制を構築すること。
・これまでの調査研究等で得られた科学的、専門的知見を共有

・関係省庁で作成した様々な媒体、素材を共有

４．風評払拭のため、引き続き、福島県の思いを受け止めながら、密に連携して発信すること。

※原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォースとは

東京電力福島第一原発事故に伴う風評の払拭に向けて政府一丸となって対応するために、復興大臣の下、関係
省庁（環境省含む）を構成員として立ち上げられたタスクフォース。過去にはALPS処理水に係る風評払拭に向けて話
し合い、「ALPS処理水に係る理解醸成に向けた情報発信等施策パッケージ」（令和３年８月20日策定）をとりまとめた。
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【参考】原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスクフォース
の開催要領
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